様式第７号（第12条関係）
令和　　年　　月　　日


　公益財団法人しまね産業振興財団　代表理事理事長　様


	住　所
	
	

	名　称
	
	

	代表者職氏名
	
	

	担当者職氏名
	
	

	電話番号
	
	

	Email
	
	




令和　年度デジタル導入モデル支援助成金実績報告書

　令和　年　月　日付け　第　　　号で交付決定を受けたデジタル導入モデル支援事業助成金の実績について、デジタル導入モデル支援助成金交付要綱第12条の規定により下記のとおり報告します。

記
１．事業の実施内容　　　　　別紙１のとおり

２．事業収支内容　　　　　　別紙２、３のとおり

３．助成事業完了日　　　　令和　　年　　月　　日

（添付書類）
・直近の決算書（個人の場合は確定申告書の写し）もしくは直近の試算表　１部
・事業費に含まれる経費の金額及び支払完了が確認できる資料　各１部
・「SECURITY ACTION」の自己宣言IDが確認できる書類


様式第７号　別紙１
事　業　実　績　報　告　書

	事業名
	

	【事業実施状況】



· 助成事業で取り組んだ内容・スケジュールを具体的に記載すること。
· 助成事業で得た定性的・定量的効果を、申請時に見込んでいた効果を踏まえ、記載すること。
· 別途資料等を作成している場合は写しを添付すること。

様式第８号（第12条関係）

令和　年度デジタル導入モデル支援助成金取得財産等管理台帳

	実施年度
	令和　　年度
	助成事業者名
	

	助成事業名
	



	財　産　名
	規　　　格
	数量
	単価（円）
	金額（円）
	取得年月日
	耐用
年数
	保管場所
	備考

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	


＊助成事業で取得した財産について記載すること（但し、機械装置及び工具器具備品にあっては、取得又は効用の増加額が50万円以上（消費税相当額を除く）のものに限る。）
＊「単価」及び「金額」欄には消費税相当額を除いた額を記載すること
＊「取得年月日」欄には検収年月日を記載すること
＊「耐用年数」欄には減価償却資産の耐用年数に関する省令（昭和40年大蔵省令第15号）に定める耐用年数を記載すること
